
平成２７年度「市長と語り合う会」について 
 

１ 出席者状況 

    

開催日（曜日）       会場 時間 
出席人数 

男 女 計 

５月１９日（火）     匹見タウンホール 19:00～20:15 22 11 33 

 

 ○市側出席者 

  市長、政策企画局長、総務部長、秘書広報課長 

 

 

２ 会の概要 

○ 開 会 （秘書広報課長） 

  ・ 会の趣旨説明 

  ・ 出席者紹介 

 

○ あいさつと市政運営の説明 (山本市長) 

  1. 「人口拡大計画から総合戦略へ」 

    平成27年度の大きなテーマである。 

益田市では平成26年2月人口拡大計画を策定した。人口減少が益田市の将来に暗い影を落と

しているからである。人口減少により消費、生産が減り、経済規模の縮小、少子高齢化も伴い

社会保障を支える若い人口も減り、社会保障を必要とする高齢者が増えればシステムそのもの

の維持も難しくなる。社会資本整備においても1人当たりの負担額が増えることから厳しい状

況となる。地域の衰退は若い人の流出に拍車をかけるため、歯止めをかけ増加に転ずるための

施策を行なう目的である。 

    策定時は、人口減少が大きな問題であることは周知であったが、正面から取り組むところは

なかった。財源も従来通りの補助金や自主財源で取り組まなければならないため、限界があっ

た。 

    昨年5月頃、消滅可能性自治体というレポートが出され、大きく状況が変わってきた。全国

自治体の人口推計を出し、2010年から30年間で2,30代の女性人口が半数以下となる自治体が

896もあり、この自治体は運営が困難となり、消滅するというものである。 

    政府も都市部から地方へ人口を戻す動きをしなければいけないと考え、地方創生が大きな課

題となった。9月には、まち・ひと・しごと創生本部が立ち上がり、11月には、まち・ひと・

しごと創生法もできた。12月には国の人口の長期ビジョン・総合戦略ができたが、都道府県、

市町村での作成の努力義務もうたわれている。 

    益田市では、この新たな総合戦略の策定はチャンスであると捉えている。自治体が自主的に

工夫して、先行した取組みを行なった場合は、人的、財政的な支援を優先して行ってもらえる

こととなっている。こうしたことから、この問題に先んじて取り組んでいる益田市では、自負

と意欲をもって、平成27年10月頃には益田版総合戦略を策定することとしている。 

    総合戦略の策定にあたり、新たな視点とプロセスを加える。まず新たな視点は、次世代の育

成、産業や地域の担い手の育成として「ひとづくり」、若い人の雇用の場づくりとして「しご

とづくり」の2つを重視する。策定にあたっては、6/4開催の「きっと5万人大会議」などを通

し、市民の意見等を十分伺い、反映させていく。また各界の有識者からもご意見をうかがう。

益田市全体で一丸となり、人口対策を進めていきたいと考えている。策定に当たってはPCDA

を明記し、実施する。 

  2.「教育委員会制度改革と新たな取組み」 

    国の制度改正により、独立した施策を取り組んでいた教育委員会から市長がリーダーシップ

により教育に関与できることとなった。 

    具体的には、1つめに「総合教育会議」の設置及び開催である。これは教育長と市長の協議、

合意による教育の大きな方針を策定する会議である。2つめは教育に関する大綱を定めること

である。今までは教育委員会が方針を定め、市長部局は干渉できなかったが、今後は大綱にお

いて、教育の大きな目標や施策の根本的な方針について、総合教育会議を通して市長が定める

こととなった。これにより、市長の考え方が教育に反映されることとなる。しかしながら教育



の中立性や教職員の人事など政治に左右されてはならないものなどは、十分注意しなければな

らない。3つめは新しい教育長の人事である。今までは教育長は教育委員会のトップではなく、

トップは教育委員長で非常勤の名誉職的な地位であった。実際は常勤の教育長が力をもってい

た。今回、新教育長の立場を教育委員会の代表とし、執行事務局の代表としての権限が明確に

定められた。 

    また教育に関しては、総合戦略の「ひとづくり」の視点の中で「ひとが育つまち益田」をキ

ャッチフレーズとして取り組んでいく。具体的には益田に愛着を持ち、益田に帰って活躍した

い人材を子どものころから養う「ふるさと教育」の充実、将来の仕事をどう選ぶか、どう取り

組むかを学んでもらう「キャリア教育」、企業の現場を子ども達が見て、学んでもらう「起業

家教育」を進める。このほか子育て世代の益田への定着や移住につながる「学力の向上」にも

力を注いでいきたい。 

     

 

3. 意見交換 

    質問項目は以下のとおり。詳細は、別紙のとおり。 

     ①匹見地域振興に係る施策について 

②益田市の地域ごとの人口見通しについて 

③匹見町内の公営住宅対策について 

④地域遺産の集結による空港利用促進について 

⑤地域自治組織について 

⑥学校統廃合と488号通行止めについて 

⑦匹見地域の若者待遇について 

⑧分収造林について 

      その他 

 

 

 

 

 ○ 閉 会 （秘書広報課長） 
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平成27年度「市長と語り合う会」 

〔会場 匹見タウンホール〕 開催日時：平成27年5月19日（火）19:00～20:15 

要  望  事  項  等 回       答 

①匹見地域振興に係る施策について 

 匹見町時代に縄文村構想があったが、匹見に元

気が出る様に、また子どもたちの学習の場として

資料館建設の実現をお願いしたい。 

 萩原の黒和団地は温泉に近いし、景色もいいの

で、UIターン者確保や温泉客の休息の場として、

グランドゴルフ場などの娯楽施設やモデル住宅を

建設するなど整備をして欲しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②益田市の地域ごとの人口見通しについて 

 人口拡大計画の中で益田、美都、匹見地域でど

れくらい人数が必要かとかの計画はあるのか。 

 ひと、まち、しごとの話の中で、民間企業の誘

致は難しいと思う。行政が仕事をつくる必要があ

ると思うが、現在、市の設備を賃貸している。行

政が作ったものにお金をとって貸すのはおかしい

考え方になるのではないか。 

 匹見の森林の伐採のための通路を例にするが、

行政が地元に仕事をつくるならば、民間サイドが

やりやすいように行政の手助けを考えていただき

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③匹見町内の公営住宅対策について 

 匹見中心部の公営住宅はほとんど空き家状態で

ある。入居者から聞いたが、収入が高額になり退

去してくれと言われたらしい。個人の賃貸住宅が

ない中で、入居条件を緩和するなどして空き家を

なくすことはできないか。 

 

①縄文村構想は合併前から、積み残された課題と

して引き継いでいる。 

 匹見は縄文時代の遺跡が出土し、縄文のまちと

して有数の価値があると思っている。この構想に

ついて、市の方で何らかの整備を行なう予定はな

いのが現状である。整備によって得られる効果と

費用等を比較検討する必要があるが、今日ご意見

をいただいたので、持ち帰って調べてみたい。 

 匹見峡温泉周辺のグランドゴルフ場整備やモデ

ル住宅の建設により、UIターンの方をひきつける

ことができないかということだが、確かにUIター

ン者のためには住宅が必要で、一定の条件のもと

で公が整備することも必要だと思う。津和野町で

は定住すればその住宅を提供している。これらに

ついては、総合戦略のなかで、いろいろなご意見

をいただき考えていきたい。 

 

②人口拡大計画は平成32年に人口50,500人の努力

目標を掲げていた。この中で旧益田、美都、匹見

の内訳は想定していない。今回総合戦略、人口ビ

ジョンを併せて策定するが、人口の推計や出生率

の増減による考察、転入者の見通しなどをつくっ

ていく。この中では地域ごとの人口を拾い上げ、

推計していくこととなる。匹見町では人口維持を

図る見通しとなるだろう。 

 市所有施設を貸す場合、2つの側面がある。住む

住宅（市営住宅）などであれば、民間の賃貸住宅

より安いが、賃料をいただいている。逆に福祉施

設などを貸し出す場合は指定管理料を支払い管理

していただいている。この指定管理については可

能な限り今後も続けていく。具体的には地域自治

組織の最終段階では地区振興センターなども指定

管理を委ねることを想定している。市としては、

いろいろな施設をなるべく民間に開放したいと考

えているので、そういうご提案があれば検討した

い。 

 次に言われた伐採のための通路については、承

知していないが、例えばわさびのための通作路は

補助金のスキームができている。林業においても

今後必要であれば措置し、森林資源の活用が進む

ように考えていきたい。 

 

③市営住宅の家賃は、制度改正で大幅に上がった

方がいるとは聞いている。住宅管理は県の住宅供

給公社に委託しているが、家賃や入居条件につい

ては、公営住宅法の中で一定基準に基づき決定し

ているので、市や県がどうこうできない。国が決

めた制度なので、これはどうしようもないが、市

の単独措置で何とかできないか検討することはで
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④地域遺産の集結による空港利用促進について 

 石見空港搭乗が低迷しているが、萩、津和野な

どの城下町、益田の中世遺跡、匹見の原始、古代

遺跡など、この近辺には原始から近世の遺跡が集

約されている。これら地域遺跡を観光に利用し、

関東や京阪神に売り込めば、利用促進につながる

のではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤地域自治組織について 

 地方自治組織の最終段階では、地区振興センタ

ーは廃止の選択があることとなっているが、この

自治組織の狙いをお伺いしたい。 

匹見地域づくり戦略プラン連絡調整会議が商工

会、役所、農業団体などで組織されているが、こ

れとの連携はどうなるのか。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

⑥学校統廃合と488号通行止めについて 

 国の方針で１学級ができない学校は廃校若しく

は統合と発表されたと思うが、これについては、

どう思うか。 

 488号が通行止めとなり3年経つが、早く復旧し

て欲しい。 

きると思う。 

 

④萩石見空港については、陸上交通が発達してい

ない当地域では空の玄関口として貴重な財産であ

る。まず東京線2便化が平成28年度以降も継続され

るように利用拡大に取り組む。大阪線は夏季限定

運行だが、通年運航に戻すため、県と一緒に要望

を行なっていく。 

平成27年度の東京線は127,000人を目標として

いるが、現時点では目標達成も夢ではないと感じ

ている。これから夏に向かってが大切な時期であ

る。空港活用については、利用して外に出ること

も大切だが、都会から益田に来てもらうことも必

要である。川崎市、高槻市などと友好姉妹都市と

して交流しているが、こうした活動をつなげて、

リピートで来ていただきたいと考えている。 

 益田市は幅広い遺跡の宝庫である。どのように

これを市外の人に伝えるか重要である。地域につ

いて住民の認識が不十分な部分もあるので、子ど

ものころから益田市の良さを教えるための「ふる

さと教育」を進めていく。 

 また歴史的遺産は観光客を呼ぶ材料となるが、

お金がかかることも確かである。松江城の国宝に

ついても維持、整備のためには今以上のお金がか

かることから、松江市では課題でもあると考えて

いる。益田市でもこれら遺産の保存、維持につい

てはしっかり計画を立てて実施していかなければ

いけないと考えている。 

 石見圏域の財産として石見神楽も力を入れてい

かなければならない。 

 

⑤地域自治組織の目的は、地域の実情や必要なこ

とを最もよく理解していただいている、また地域

に対して最も熱意をもって取り組んでいただける

地域の住民の方々が、この地域をどうしてくか計

画を立て、実施していただくために組織すること

である。運営に当たっては、地域に丸投げするこ

となく、行政もサポートしていく。地区振興セン

ターは廃止ではなく、まちづくりプランを話し合

い、最終段階で拠点となる施設を管理していただ

き、地区振興センターが担っていた仕事も含め、

指定管理料を支払い、その組織に管理していただ

きたいと考えている。 

 匹見地域づくり戦略プランについては、現時点

で把握していないので、申し訳ないが返答できな

い。 

 

⑥学校の統廃合については、国の大きな流れとし

て、少人数の学校は学習環境、スポーツの維持の

面から、統合し、一定の規模にすることが望まし

いとしている。このことから県や市は学校再編計

画をつくり検討している。ただし、それぞれの地

区の協議会において議論され、統合することが確



 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦匹見地域の若者待遇について 

 過疎地である匹見に残る若者に対して、何らか

の目に見える形での待遇改善をしていただくと、

匹見に残り一生懸命頑張ってくれるので、人口減

の歯止めにもなると思うが検討していただけない

か。 

 

⑧分収造林について 

 分収造林地について、今、全然手がつけられて

ないため、心配している所有者がいる。もっと力

を入れて取り組んで欲しい。 

 

 

認できたところからすすめている。今、地域の皆

様に現状の学校の課題について理解をいただくた

めに説明している。 

 おっしゃられている国の通達は、原則として少

人数教育の不利な点を認識し、統廃合をすすめる

というものだが、学校が地域の中で特別に重要な

役割を果たしているところには配慮すべきとして

いる。現実に統廃合が進んでいる地域もあれば、

地域住民の意向により進んでないところもある。

実際に学校がまちの中で欠くことのできない役割

をもつ地域については柔軟に考えなさいというこ

とと解釈している。 

今後もより一層、地区の皆さんと話し合いながら

合意をとって進めていきたい。 

 488号については、県に確認している。通行止め

の原因となる落石を一時除去し、通行させること

は難しいことではない。しかし、通行可とした場

合、次の落石を防ぐ手立てがなかなか見つからな

いとのことである。この道路は国道と言っても県

管理なので、県に対して要望を更に繰り返してい

きたい。 

 

⑦ＵＩターン者に対しては、応援事業で住宅に係

る費用の助成を行なっている。従来からの住民に

ついては産業振興の面でのテコ入れはしていると

思うが、これをもう少しきめ細やかにして、若者

にあたるように検討したい。 

 

 

⑧匹見地域は林業のまちであり、木材価格が下が

り、担い手がいなくなったことから衰退してきた

経過がある。今後は匹見がもつ豊富な山林資源が

お金になる仕組みや環境をつくっていく必要があ

ると考えている。 

 

 

 


